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研究成果の概要（和文）：福祉国家レジームを含む包摂型福祉社会の構築にあたって、セーフティネット（社会保障と
社会福祉・サービス）と公共圏（政府と市民社会のガバナンス）、そして親密圏（家族・地域のソーシャルキャピタル
）の３要素及び領域のバランスのとれた包摂型福祉社会の創出をめざし、その理論化と実証化を行ってきた。
具体的には、①3.11以降における原発事故避難者の生活再建の課題とその対応、②多問題家族への包摂的継続的家族支
援方法論の開発（韓国と日本の比較）、③少子高齢社会における在宅・施設の効果的サービス提供（中国と台湾・日本
との比較）を中心課題として展開した。

研究成果の概要（英文）：For the construction of the inclusive welfare society including the welfare state 
regime, this study attempted to theorize and proof three elements of inclusive society which is the 
safety net (social security and social welfare, services) and the public sphere (government and 
governance of civil society), and the intimate sphere (family and community social capital), and their 
balance.
Specifically, the study aimed at ①Correspondence of life re-construction of nuclear accident refugee 
after the 3.11, ②Development of the inclusive and continuous family support methodology for 
multi-problem families (Comparison of Korea and Japan), ③Effective service delivery of home and 
facilities in the aging society with low birthrate (Comparing China, Taiwan, and Japan).

研究分野：地域福祉論

キーワード： 包摂型福祉社会　アジア型ソーシャルワーク事例研究法　セーフティネット　親密圏　豊かな公共圏

  ３版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
日本の社会では、特に 2000 年以降、失業
や雇用、年金や医療の制度疲労や企業・地
域・家族の社会保障機能の縮小によって社会
的リスクが拡大し、その縮減を図るべき社会
保障制度や企業・地域・家族といった中間集
団が機能不全ないし崩壊の危機に瀕してい
る。その結果、個人や家族が孤立化する現象
が目立っている。（ウルリッヒ・べック・鈴
木宗徳・伊藤美登里編『リスク化する日本社
会－ウルリッヒ・べックとの対話』岩波書店，
2011年）これら社会的リスクの克服には、従
来型の福祉国家にのみ頼る方法でなく、「公
共圏」の拡大や、コミュニティや家族の「親
密圏」の強化による福祉社会の再編が必要で
ある。加えて平成 23 年 3 月、未曾有の大震
災と原発事故が日本社会を襲った。まさに、
日本は、「課題先進国」（小宮山宏）であり、
これらの問題の解決を迫られているフロン
ティアであるとも言える。 
東アジア域内の共有するもうひとつの課
題は、グローバル競争の中で拡大する所得格
差や地域間格差の問題である。日本や韓国、
そして中国や台湾、香港・シンガポールにお
いても社会政策の課題の中で最も重要な社
会イシューが賃金労働者の貧困率、自営業者
の貧困率の上昇、低所得の女性世帯主世帯、
共働き世帯、老人単身世帯、老老介護世帯な
ど、いわばセーフティネットが保護すべき対
象やその範囲が急速に拡大している（野口
『地域福祉論－政策・実践・技術の体系』ミ
ネルヴァ書房，2008）。   
この研究の到達点に関して我々は、科研費
基盤研究Ａ「東アジア包摂型福祉社会の創出
と地域福祉専門職養成の循環システムの形
成に関する研究」（研究代表：野口定久、
2009-2011）の研究成果をすでに発表してい
る。その成果の一つは、日本・中国・韓国・
台湾の社会保障・社会福祉関連用語の比較研
究を通じて、第 1に日中韓３カ国を中心とし
た社会保障・社会福祉の国際協力の具体的な
内容を示した。第２に東アジア福祉社会の新
たな枠組み（親密圏･公共圏・安全網）を提
示し、それぞれの社会指標の数量的分析を行
った。第３に日中韓台における社会保障・社
会福祉関連用語比較研究から見えてきたこ
との成果とその波及効果について提言した。
（第６回東アジア社会保障国際学術会議杭
州大会，2011年 10月 15日・16日） 
もうひとつの主テーマである「アジア型ソ
ーシャルワーク実践理論」研究では、すでに
大橋らのグループが、「東アジア地域を基盤
にしたソーシャルワークに関する実態調査」
に関する研究報告を、第 58 回日本社会福祉
学会（2010 年）において研究発表を行って
いる。地域を基盤としたソーシャルワークの
理論枠組み及びその実践応用性について一
定の成果を示している。 

 
 

２．研究の目的 
本研究のねらいは、アジア域内（日本・中
国・韓国・台湾・香港・シンガポール）にお
ける包摂型福祉社会（親密圏・公共圏・安全
網のバランスの取れた包括社会）の再編とそ
の福祉社会の再編を推進するソーシャルワ
ーク（コミュニティ・ソーシャルワークやア
ドミニストレーション、ケアマネジメント
等）の実践理論及び事例研究の好循環システ
ムの形成に向けられている（図表１）。アジ
ア地域における包摂型福祉社会の理論枠組
みの提示とアジア型ソーシャルワークの基
盤形成は、福祉国家論や福祉社会論及び社会
福祉学の研究領域の中では今回がはじめて
である。 
本研究の学術的な特色は、（１）包摂型福
祉社会の再編にかかわってソーシャルクオ
リティ理論の枠組みとして領域・問題・手
段・社会指標の４つを設定したことである。
（２）また社会学あるいは社会政策学の中で
世界的に注目されている「ソーシャルクオリ
ティ理論」に基づいて「それぞれの国や地域
社会における経済成長と社会保障、社会連帯
と包摂および社会参加を通じて、社会生活状
況を反映する」とともに、（３）社会的リス
クを解決するソーシャルワークの実践理論
の基盤を形成することにも向けられている。 
本研究における独創性は、（１）政府の強
い関与の下で実施されてきたこれまでの対
象者別社会福祉制度においてはあまり研究
されてこなかった総合的な社会福祉システ
ムのローカル・ガバナンス間比較に着目する
とともに、アジア域内における民主化と市民
社会の成長、民間部門の存在（営利・非営利）、
住民による活動・運動などの定性的データに
ついても、できるだけ指標化・尺度化して捉
えようとするところにある。（２）アジア地
域に共通する個別の社会的リスクに立ち向
かうソーシャルワーク実践の地域拠点化を
めざしている。 

 
本研究において探求する諸課題を、図表２
の枠組みを用いて包摂型福祉社会の創出を
イメージした。枠組みとしては、領域・問題・
手段・社会指標の４つを設定した。 
（１）家族・地域－親密圏の領域を見ると、
対象とする問題は、家族機能の低下・地域共



同性の衰退などによって生じる個別福祉問
題であり、これらの事象に対処する方法が求
められる。 
（２）豊かな公共－公共圏の領域を見ると、
対象とする問題は、地域格差・地方財政危
機・社会的排除や摩擦－地域・生活問題を取
り上げることができる。そして、それらの問
題を解決する手段は、ローカル・ガバナンス
の政策化と実践化に求めた。さらに、ローカ
ル・ガバナンスを形成する各項目の指標化を
試みた。 
（３）社会保障・社会福祉－安全網（セー
フティネット）の領域では、貧困・所得格差
などの社会問題に政策及び実践として対処
しながら、強固な安全網の整備を中央政府と
地方政府が主として取り組む必要がある。そ
の個別指標としては、社会保険（年金・医療･
労働・雇用・介護）、社会保障制度（公的扶
助・住宅・教育・保健）、社会福祉（社会福
祉専門教育・国家資格）等をあげることがで
きる。これからの作業としては、それぞれの
項目ごとに量的計測を行い、質的にその実体
を把握することに努める（図表１）。 
今回の申請では、さらにソーシャルワーク
実践理論が発展している香港及びシンガポ
ールを含めてソーシャルワークの事例研究
（ワークショップ）を通してアジア型ソーシ
ャルワーク実践理論の共通基盤を形成する。 

 
３．研究の方法 
｢Ａ．包摂型福祉社会の理論枠組みとアジ
ア型ソーシャルワーク実践理論の循環シス
テムの構築｣を基礎に、研究・調査の全体調
整を図ること、科研費等の先行研究を整理す
ること、そしてＢ・Ｃ・Ｄ・Ｅの４セッショ
ンの始動準備を行うことを中心とする。セッ
ション単位の年間の研究計画は以下の通り
である。基本的に５つのセッションを中心に
研究を遂行していくが、これら各セッション
の連絡調整、研究全体の統合性を確保するた
めに研究推進ネットワーク会議・全体会議・
事務局会議を設ける。 
◇研究全体の構造に即して、図表３のように
３年間で５セッション（Ａ－Ｅ）を統合的に
進めていく。 
◇セッション間で情報の齟齬をきたさない
ように、情報の共有化と研究の統合的に遂行

する目的で、セッションのリーダーを中心と
する研究推進ネットワーク会議や全メンバ
ーによる全体会議及び事務局会議等を充実
させ、着実に研究を遂行するためのチェック
体制を確立する。 

Ａ．包摂型福祉社会の理論枠組み形成 
福祉国家レジームを含む包摂型福祉社会の
構成には、セーフティネット（社会保障と社
会福祉制度・サービス）と公共圏（政府と市
民社会のガバナンス）、そして親密圏（家族・
地域のソーシャル･キャピタル）が含まれる。
それぞれの国や地域ごとに、それらの３要素
及び領域のバランスのとれた包摂型福祉社
会の創出をめざした。 
Ｂ．家族・地域と社会ケアの配分研究 
主として中国・韓国・台湾の自治体（海外共
同研究者の協力を得て調査対象自治体を選
定）を対象に、家族・地域と社会ケアの配分
に関するワークショップを開催しながら、検
討した。 
Ｃ． 公共圏の実証研究 
日本・中国・韓国・台湾・香港・シンガポー
ルの自治体を対象に公セクター・民間セクタ
ー・市民セクターの三者の協働によって公共
的諸問題を解決していく市民社会システム
をローカル・ガバナンスを通して検討した。 
Ｄ．セーフティネットのプログラム開発研究 
公共サービスの提供を主体とする第１次セ
ーフティネットの敷設は、安心して住み続け
ることのできる居住環境の整備と｢生活の
質｣の向上を行政・企業・ＮＰＯ・市民等の
ローカル・ガバナンスによって実現可能とな
ることが考えられる。これは、福祉社会の役
割の範囲である。そして、第２次及び第３次
のセーフティネットとして、一時的な生活リ
スクに対応する社会政策（雇用、医療、住宅、
教育など）と長期構造的な生活水準の低位に
対応する最低生活保障制度が重層的に位置
づけられる。これは主として福祉国家の役割
であり、また福祉国家再編の課題でもある。 
Ｅ．アジア型ソーシャルワーク実践理論研究  
ソーシャルワークのアメリカ型理論モデル
のアジア域内におけるそれぞれの定着状況
を検証し、多文化共生社会を基盤とするアジ
ア文化圏の中での地域福祉専門職ソーシャ



ルワークモデルの開発について検討した。 
 
４．研究成果 
本研究のテーマは、アジア域内に発生する
社会的リスクに対応するための包摂型福祉
社会の再編及びアジア型ソーシャルワーク
実践理論の基盤形成にある。主に福祉国家レ
ジームを含む包摂型福祉社会の構成にあた
って、セーフティネット（社会保障と社会福
祉制度・サービス）と公共圏（政府と市民社
会のガバナンス）、そして親密圏（家族・地
域のソーシャル・キャピタル）の３要素及び
領域のバランスのとれた包摂型福祉社会の
創出をめざし、その理論化と実証化を行って
いくために、アジア域内（特に、日本・中国・
韓国・台湾）における各地での先駆的実践的
取り組みや萌芽的実験的活動・実践を積極的
に収集し、分析することを通して、実践の普
遍化のための理論化に努めた。Ａ．包摂型福
祉社会の理論枠組み形成(東アジアの社会保
障の変遷に関する文献・データ整理を行い、
社会保障水準の格差拡大の現状を実証的に
明らかにし、国家財政の地方移転および市場
経済の再分配支出による解決方策を提言し
た)、Ｂ．親密圏の各指標の計量と質的調査
研究（東アジアの国や地域における家庭内社
会保障機能のモデル比較研究を行ない、政府
が社会保障を強化して家庭内保障を補完す
る必要があることを主張した） Ｃ．公共圏
の実証研究（政府と市場と非営利組織の関
係）、Ｄ．セーフティネットのプログラム開
発研究（4 層のセーフティネットの制度・実
践の張り替えを組み合わせたトランポリン
型の生活保障システムの確立を提唱した）、
Ｅ．アジア型ソーシャルワーク実践理論研究
（日本・韓国・中国のソーシャルワーク教育
のカリキュラム分析を通して地域福祉専門
職人材養成の事例比較研究法の開発）に取り
組んだ。アジア域内に頻発している災害や貧
困格差問題、少子高齢化による社会的リスク
によって生じている社会的排除問題の解
決・解消のために、現地のソーシャルワーカ
ーらによるセーフティネット支援の事例研
究を通して、その現実と課題について整理し、
アジア型ソーシャルワーク実践理論の構築
のための作業を行ってきた。 
本研究の成果の一つとして、①『東アジア
の災害時ソーシャルワーク実践方法に関す
る研究報告書』（2012）を発表した。福島県
内に点在する原発事故避難者の生活再建の
意思のヒアリング調査を行った。社会科学的
見地からの聞き取りは従来あまり見られな
かったものであり、その意味では、従来の調
査に付加すべきものでもあった。②韓国では
総合社会福祉館を中核とし、多問題家族に対
する併走型ソーシャルワークを展開してい
る。総合社会福祉館には複数のソーシャルワ
ーカーが配置され、高齢者、子ども、障害者
等に対して直接的な社会サービスの提供と
同時に、家族問題に対して、当事者のエンパ

ワメントを中心軸としながら、長期にわたっ
て、かつ多様な方法によって支援を行ってい
る。③北京市社会科学院での「地域福祉と高
齢者生活保障体系の構築」に関する研究会
（第 3回）に参加した。今、中国民政部およ
び全人代社会保障・社会福祉常任委員会の政
策方針は、国民皆保険・皆年金、公的扶助、
社区福祉とソーシャルワーク、高齢者介護に
向けられている。これらの分野において日本
の経験は中国およびアジアの社会保障・社会
福祉の発展に大きく寄与できることを確信
した。④日本・韓国社会福祉「制度の狭間」・
「死角地帯」研究会を立ち上げた（2014 年
11 月 4 日）。韓国からは、洪坰駿氏 (成均館
大学教授、同志社大学招聘教授)を招き、日
本の「制度の狭間」問題と韓国の「死角地帯」
問題の事例研究を行った。⑤2015 年 3月に台
湾の介護保険制度導入に関する動向調査研
究（台湾中央政府・衛生省）を行った。2016
年度に介護保険制度の創設を台湾政府は予
定しており、日本の介護保険制度設計と運営
の経験が大きく寄与することになろう。また、
日本の介護保険制度改革論議にも影響を与
えることになろう。⑥本科研費研究の集大成
として「東アジアの社会福祉とソーシャルワ
ーク実践－多様性と地域性の視座」の研究報
告書を作成した。 
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